
1 研究背景 

近年，製品の価値を有効活用し，廃棄物や汚染を低

減するサーキュラーエコノミー（CE）への転換が注目
されている1)．例えば，リファービッシュ，リユース，

修理，レンタル，シェアリング等の様々なCE戦略の導
入により，従来型の新品売り切り型からCE型のビジネ
スモデルへの転換が見込まれる2)．このような新しい

ビジネスモデルでは，製品の入手・使用・排出等，製

品供給や利用のあり方が大きく変わることになるが，

CEにおける消費者の選択行動は十分に理解されてお
らず，特に効果的な普及のための介入策の検討が不足

している3)．また，一度利用された製品が循環すること

による製品フロー・ストックの状況が次の選択行動に

も影響するため，消費者の選好や行動の多様性が製品

循環にも大きく影響を与えることとなり，これらを総

体的に捉える手法が必要となる．  
CEによる環境的サスティナビリティへの貢献（環境
負荷の低減）が期待されるが，一部の効果が相殺され

るリバウンド効果や環境負荷が結果的に増加するバッ

クファイア効果が生じる可能性が指摘されている4)．

その要因として，使用回数，製品の代替，製品寿命の

変化等の消費者行動が挙げられており，CEの持続可能
な導入には，消費者行動の変化に伴う環境的帰結の理

解が欠かせない．また，資源の循環利用の度合いを示

すサーキュラリティ（循環性）には数多くの指標が提

案されているが，特に製品レベルの循環性評価の手法

は未確立である5)．このような社会的要請に対し，環境

負荷と循環性を一貫して評価することが不可欠とされ

るが6)，既存手法（離散イベントシミュレーション，ラ

イフサイクルアセスメント，マテリアル・フロー分析

等）では，消費者行動の動態と多様性を考慮したCEの
評価を行うことは困難である． 

そこで本研究では，CEにおける耐久消費財の利用に

関する消費者行動と製品循環をシミュレーションし，

製品サービスの普及，製品の循環性，環境負荷を一貫

して定量化できるエージェントベースモデルを開発し

た．本報告では，構築したモデルの概要を示すととも

に，２つの家電製品を想定したCE戦略の比較および促

進策の比較に関する数値実験例によりシミュレーショ

ンモデルの実用性を示す． 
 

2 シミュレーションモデル開発 

2.1 モデルの概要 

本研究で開発したエージェントベースモデルは，消

費者行動と製品循環に影響を与える様々な促進策と

CE戦略の導入シナリオにおいて，製品サービスの普及

をシミュレーションし，製品の循環性と環境影響への

帰結的影響を動的に定量化することを目的とする． 耐
久消費財に関するCE戦略として，修理，リファービッ
シュ，アップグレード，リユース，リース，レンタル，

Consumer to Consumer（C2C）シェアリングの7つのCE
戦略とその組み合わせを対象とする． 
本モデルでは，消費者（世帯）および製品をともに

エージェントとして表現することで，これらの多様性

と相互作用を捉えたシミュレーションを行う．主な状

態変数をTable 1に示す．世帯エージェントの状態変数

には，製品の入手・修理・排出の選択行動を決定づけ

る効用関数・知名集合・考慮集合，製品の使用期間を

決定づける陳腐化関数，消費者どうしの相互作用を決

定づける社会ネットワーク構造・クチコミ受信確率，

そして製品の使用・待機・退蔵・共有状況が挙げられ

る．製品エージェントは，製品の循環形態，所有形態，

製造後経過年，製品・部品の年数、部品の故障状況等
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の状態変数を有し，循環型サプライチェーンエージェ

ントは，リース品，レンタル品，在庫品の情報を保持・

更新する． 
一般的な耐久消費財の寿命を踏まえ，タイムステッ

プは1ヶ月，シミュレーション期間は数十年間とした．

エージェントは２次元格子上に配置するが，空間情報

には具体的な意味は有しないモデルとした．シミュレ

ーションモデルの実装および数値実験の実施には

Netlogo7)およびRのnlrxパッケージ8)を用いた． 
消費者と製品エージェントとの間には相互作用があ

るが，次節以降では消費者行動と製品循環に分けてシ

ミュレーションモデルの概要を示す． 
 

Table 1: エージェントおよび状態変数一覧（抜粋） 

状態変数 説明 
世帯エージェント 

効用関数 製品サービス入手，修理，排出選択

に関する属性の部分効用ウェイト 

陳腐化関数 相対的陳腐化に関するワイブル分布

の形状・尺度パラメータ 
知名集合 世帯が知名する代替案 

考慮コスト 代替案を追加的な考慮するために必

要となる認知的コスト 

過去選択結果 習慣形成を考慮するための過去の代

替案の選択結果 
クチコミ受信 クチコミ受信確率 
使用，待機，

退蔵状況 世帯が使用，待機，退蔵する製品 

C2C シェアリ

ング状況 
C2C シェアリング貸出可能あるいは

貸出中の製品 
社会ネットワ

ーク 世帯の社会ネットワーク構造 

製品エージェント 

循環形態 製品の循環形態（新品，リユース

品，リファービッシュ品等） 

所有形態 製品の所有形態（所有，リース，レ

ンタル等） 
製造後年数 製品・部品の製造後経過年数 
故障状況 部品の故障状況 
プロセスイン

ベントリ 
製品の製造・使用・循環に関する工

程実施の記録 
循環サプライチェーンエージェント 
リース，レン

タル製品 リース，レンタル中の製品 

在庫製品 該当する循環プロセスの実施後に販

売または貸出を待つ在庫品 
 

2.2 消費者行動モデル 

本研究におけるシミュレーションモデルに実装した

消費者行動モデルでは，CEにおける３つの選択行動と

して，製品サービスの入手選択，故障時の修理選択，

使用済み製品の排出選択を対象とした．これらの選択

行動について，消費者は市場において入手可能なすべ

ての代替案から完全に合理的な選択を行うとは考えに

くい．そこで，本研究では，社会ネットワーク上の情

報探索，知名集合および考慮集合の形成を通して，徐々

に代替案を絞り込むことで消費者行動の限定合理性を

考慮し，さらに製品サービスの知人利用人数に基づく

社会的影響の効果を含めたモデルとした（Fig. 1）． 
 

 

Fig.1: 消費者行動モデルの概要 

 
消費者行動に関する主なプロセスは次のとおりであ

る．まず，世帯エージェントはスモールワールドネッ

トワーク構造を有する社会ネットワークを形成してお

り，社会ネットワーク上の知人からクチコミを一定確

率で受け取り，情報を記憶に定着する．情報交換され

る内容としては，新たなCE製品サービスの登場（シェ

アリングサービス等）に加え，知人のうちその製品サ

ービスを利用している人数（知覚知人利用人数）が挙

げられる．このようなクチコミ受信は，各タイムステ

ップにおいて確率的に行われる受動的探索のほか，意

思決定（入手選択，修理選択等）の直前に行われる能

動的探索がある．さらに，企業や行政からの広告を一

定確率で受信する．このようにして，各世帯エージェ

ントは市場に存在する代替案のうち，認知している代

替案からなる知名集合を形成する． 
後述する考慮集合の形成を経て，最終的な代替案の

評価は，ランダム効用理論に基づいて行われる．世帯 
h が考慮集合 C から代替案 k を選択する確率は、多

項ロジットモデル（修理選択については二項ロジット

モデル）により次のとおり与えられる． 

𝑃(𝑘|𝐶) = !"#$%!,#&
∑ !"#$%!,#&$
%&'

				∀𝑗 ∈ 𝐶 (1) 

ここで，各代替案に関する効用の確定項 𝑊(,*は，代

替案の属性 l に関する水準 𝑥(,+とそのウェイト 𝛽*,+
からなる属性アプローチより次のとおり定義される．  

𝑊(,* = ∑ 𝛽*,+𝑥(,+,
+-.  (2) 

本研究においては，製品サービスの属性として，価

格，製造後経過年，循環形態（リユース品，リファー

広告
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ビッシュ品等），所有形態（買い切り，レンタル，シ

ェアリング等），無償修理保証期間，知覚知人利用人

数を含めた．知覚知人利用は，ある代替案を社会ネッ

トワーク上の知人の多くが利用している場合にその代

替案の利用が増加する社会的影響のうち同調現象

（Conformity）9)をモデル化したものである． 
消費者は意思決定の最終段階において知名している

すべての代替案を合理的に検討するわけではなく，あ

る程度高い期待効用が見込まれる選択を考慮集合とし

てあらかじめ絞り込んだ上で選択を行うことが知られ

ている．本研究における消費者行動モデルでは，Manski
による考慮集合モデル10)に従い，世帯 h が代替案 k 
を選択する確率は，市場における入手可能集合Gとそ
の部分集合である考慮集合Cを形成する確率により次

のとおり定義される． 

𝑃*(𝑘) = 	∑ 𝑃*(𝑘|𝐶)𝑃*(𝐶|𝐺)/∈1   (3) 

ここで，考慮集合の形成は，Roberts-Lattinモデル11)に

基づき，既に形成された考慮集合Cに追加的な選択肢k 
を加えることによる期待効用EUとその考慮コスト𝑐*
を比較することにより次のように決定される．  

𝐸𝑈(𝐶 ∪ 𝑘) − 𝐸𝑈(𝐶) > 𝑐*  (4) 

ここで，各代替案はその追加的な期待効用が閾値を

超えたときにのみ，考慮集合に追加される．なお，習

慣形成の影響を反映するため，最初に考慮集合に含ま

れるデフォルト代替案は，その世帯エージェントが前

回選択した代替案とし，期待効用の最も高いものから

順番に考慮集合への追加が判断される． 
 
 

2.3 製品循環モデル 

製品循環モデルは，７つのCE戦略（修理，リファー

ビッシュ，アップグレード，リユース，リース，レンタル， 

C2Cシェアリング）の導入に伴う製品の製造，使用，廃

棄，循環までの工程をシミュレーションするものであ

る．こうしたCE戦略は単体で導入されるばかりでなく，

例えばリユース品の修理，リファービッシュ品のレン

タル等，組み合わせで導入されることが想定されるこ

とから，CE戦略の組み合わせ（リファービッシュ済み

品のレンタル，リユース品の修理等）についても考慮

するモデルとした（Fig. 2）． 
 製品循環に関する主なプロセスは次のとおりであ

る．新しく製造された製品は，消費者行動モデルにお

ける選択結果に従い，消費者に所有（買い切り）また

は貸出（リースやレンタル）のいずれかの形態で提供

される．使用中の製品は、その製品を構成するいずれ

かの主要部品が故障するか，故障以外の理由による相

対的陳腐化（ライフスタイルの変化や機能不足への不

満等）により使用が中止される．部品 i が製造後の

経過月数 t において故障する確率は，ワイブル分布

により次のように与えられる． 

ℎ2(𝑡) =
3(
)*(+

4(
)*(+ 9

5

4(
)*(+:

3(
)*(+6.

 (5) 

また，世帯 h が利用する製品が故障以外の理由によ

り使用中止される確率は次のように与えられる． 

ℎ*(𝑡) =
3#
,-+

4#
,-+ ;

5
4#
,-+<

3#
,-+6.

 (6) 

 

Fig.2: 製品循環モデルの概要 
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ここで，αおよびβはワイブル関数の形状および尺

度パラメータである．このモデルでは，これらのパラ

メータに多様性を持たせることで，部品や世帯による

使用中止確率の違いを反映することができる． 
なお，常時稼働する製品ではなく，小型家電のよう

に断続的に使用される製品では，製品の稼働と待機状

態が更新される．稼働開始確率および使用期間は二項

ロジットモデルおよびワイブル分布により与えられる．

また，C2Cシェアリングが導入される場合，待機状態

の製品は確率的にシェアリング可能品として待機され，

他の世帯エージェントへの貸出が可能となる． 
故障した製品は，所有品の場合には世帯の意思決定

により修理実施の有無が決定される．貸出品の場合に

は，サービス提供者により修理が行われる．相対的陳

腐化が生じた製品，あるいは故障時に修理が行われず

使用が中止された製品は，世帯による排出選択を経て

循環サプライチェーンエージェントに回収される． 
回収された製品は，CE戦略の導入状況に従い，メー

カーによるリファービッシュ（場合により機能アップ

グレード），中古販売店によるリユース準備，サービ

ス提供者によるリースやレンタル向けの準備が行われ

るか，リサイクルまたは埋め立て処分が行われる．リ

ユース，リース，レンタルでは，回収製品の点検，清

掃，必要に応じた修理が行われる．リファービッシュ

では，故障部品の交換あるいは予防的な部品交換が行

われ，機能アップグレードが同時に行われる場合には，

製品の製造後経過年が更新される．これらの工程では，

複数のCE戦略の組み合わせを考慮することができ，シ

ナリオ次第では，中古販売店によるリユース品の修理，

リースやレンタル事業者による貸出向け品のリファー

ビッシュ実施が可能である． 
製品循環のための準備工程が完了した製品は，循環

サプライチェーンの在庫として追加され，世帯の製品

サービス入手選択の代替案として消費者行動モデルに

反映される．在庫が一定期間経過した場合，あるいは

技術的な処理可能年数や部品保持期間を経過したため

に修理ができない製品は，リサイクルまたは埋め立て

処分される． 
このように製品の循環利用において生じる製造，輸

送，修理，廃棄等の工程は，インベントリとして記録

される．さらに，各工程に関する環境負荷等の原単位

を入力することにより，環境インパクトを算定するこ

とができる．インパクト項目iに関する環境負荷𝐼𝑀𝑃2は，
製品 p の工程 j に関するインベントリ𝐼𝑁𝑉#,7 , 原単

位行列 𝑈𝐼7,2 により次のとおり算出される． 
 
𝐼𝑀𝑃#,2 = 𝐼𝑁𝑉#,7 × 𝑈𝐼7,2  (7) 
𝐼𝑀𝑃2 = ∑ 𝐼𝑀𝑃#,2#    (8) 
 
 

3 ケーススタディ 

3.1 シミュレーション実験条件 

本研究で開発したエージェントベースモデルの実用

性を検討するため，家電製品を想定した２つの仮想的

数値実験を行った．ケースAでは，大型家電を想定した

リファービッシュ済製品のリースサービスを普及する

促進策（価格低減，広告，サービス水準改善）の比較

を行った．ケースBでは，小型家電を想定した複数の

CE型ビジネスモデル（リユース，レンタル，C2Cシェ
アリング）の比較を行った．各シナリオの一覧をTable 
2に示す． 
このシミュレーション実験はモデルの実用性を検討

するための仮想的なケーススタディであり，パラメー

タ設定は可能な限り文献値を参照し，仮定により設定

した．実験条件として，世帯エージェント数2000，シ
ミュレーション期間は30年間とし，各シナリオ100回の
計算機実験を行った． 
 

Table 2: 仮想数値実験のシナリオ一覧 

シナリオ 説明 
ケースA：大型家電リースサービスの促進策比較 
A1.価格低減 価格低減による部分効用増加 
A2.広告 広告による知名集合の拡大 

A3.サービス水準 リファービッシュ可能期間・部

品保持期間の延長 
A4.全促進策 全促進策の組み合わせ 
ケースB：小型家電のCE型ビジネスモデル比較 

B1.リユース 価格低減と無償修理保証期間延

長によるリユース促進 
B2.レンタル レンタルサービス導入 
B3.シェアリング C2Cシェアリングサービス導入 
 
 

3.2 結果 

仮想ケーススタディに基づく数値実験を通し，本研

究で開発したエージェントベースモデルにより，CEに
おける新たな製品サービスの普及，製品ストック・フ

ロー，環境負荷を動的に定量化できることが示された． 
ケースAでは，価格低減，広告，サービス水準改善等

の促進策による新たな製品サービスの普及状況を定量

化した（Fig. 3）．促進策により効果発現までにかかる

期間が異なること（広告は早期の普及に有効であり，

サービス水準改善の効果発現は遅い），複数の促進策

を組み合わせた場合には非線形的な効果がみられるこ

とが示唆された．また，全促進策シナリオでは，回収

済製品の不足により普及率が頭打ちになるなど，製品

循環システムにおけるボトルネックが確認された． 
このような消費者行動の変化に伴う製品の循環性の

評価として，異なる所有形態における製品の動的なフ
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ローを定量化し，サンキー図として可視化することが

可能である．この数値例では，リース導入が無い場合

（現状維持）に比べ，リース導入に全促進策を実施し

た場合，所有から利用へと消費者行動と製品供給が転

換され，リース，リファービッシュ，修理を通した製

品の循環率が改善した．同様に，製品循環の様々な断

面における循環性指標を定量化することができ，例え

ば新品生産・廃棄台数の削減，修理率の向上，製品寿

命の延長が確認された． 
 

 

Fig.3: リファービッシュ済み製品のリースサービス

の普及率：促進策比較（ケースA） 

 
ケースBでは，製品のフローのみならず，様々なCE
型ビジネスモデルの導入に伴う社会全体における世帯

による使用中製品のストックを定量化した（Fig. 4）．
この数値例では，リユースシナリオでは必要な製品台

数そのものには変化はみられないが，シェアリングサ

ービスの導入シナリオでは，製品ストックの台数は2割
程度減少しており，所有から利用への消費者行動と製

品供給の転換に伴い，少ない製品の台数で消費者のニ

ーズを満たすことができる特徴が確認された． 
また，製品のライフサイクル（生産，使用，輸送等）

別にGHG排出量を定量化した（Fig. 5）．これにより，
環境負荷を増大させる主な要因となるホットスポット

を特定することができる．この数値例では，リユース

シナリオと比較して，レンタル導入によりGHG排出量

が若干増加するバックファイア効果がみられるが，シ

ェアリングでは排出削減につながる可能性が示唆され

た． 
 

 

Fig.4: リユース・レンタル・シェアリング導入時の 
製品ストック台数の推移 (ケース B) 

 

 
Fig.5: リユース・レンタル・シェアリング導入時の 
ライフサイクル温室効果ガス排出量 (ケース B) 
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4 結論 

本研究では，CEにおける耐久消費財の生産・使用・

循環に関する消費者行動と製品循環のエージェントベ

ースモデルを開発した．提案手法では，製品サービス

の入手・修理・排出や使用状況に関する消費者行動の

動態と多様性を考慮した上で，新たなCE戦略や促進策

の導入を含む様々なシナリオにおける製品循環性と環

境負荷への帰結を定量化することができる． 
２種類の家電製品を想定した仮想的ケーススタディ

を通じて，提案手法が様々なCE戦略による帰結の比較

や促進策の有効性を検討することに有用であることが

示された．数値実験では，新たなCE戦略が動的に普及
し，これに伴い新品製造量，廃棄物発生量，環境負荷

の低減が見られた．また，リユースとリース等のビジ

ネスモデル間の競争や，リファービッシュとリースの

組み合わせ等のCE戦略間の相乗効果も確認された． 
本研究で提案した消費者行動および製品循環モデル

は，消費者行動の決定要因（知名，価格，サービス水

準等），製品循環システムにおけるボトルネック（製

品入手・修理・排出の需給バランス等），消費者行動

の多様性（消費者層のターゲティング等）についての

理解を深めることに有用である．提案手法を活用する

ことで，既存手法では十分に考慮されてこなかった消

費者行動の動態と多様性を反映した上で，CEへの転換
に有効なビジネスモデルの設計や政策的介入の評価を

支援できることが期待される． 
本研究で開発したエージェントベースモデルは，次

の点において，既存手法では困難であったCEの評価を
可能とするものである．まず，提案手法による環境負

荷および循環性指標の定量化は，何らかの介入が行わ

れた場合の社会全体への帰結的な影響を数十年間のシ

ミュレーション期間にわたり動的に定量化するもので

あるが，従来のライフサイクルアセスメントやマテリ

アル・フロー分析では対応することができないもので

ある．また，消費者行動に着目した価格低減や広告な

どの様々な促進策による効果の検討，消費者行動の限

定合理性や異質性の考慮，新たなビジネスモデルの消

費者への普及過程の定量化は，離散イベントシミュレ

ーションにより再現することが困難であった．さらに，

提案手法は７種類のCE戦略（修理，リファービッシュ，

アップグレード，リユース，リース，レンタル， C2Cシェ

アリング）を網羅しており，これらの比較や複数のCE
戦略を組み合わせたビジネスモデルの検討を行うこと

が可能であり，CEにおける消費者行動と製品循環を対
象とするモデルとしては，これまでに類を見ないシミ

ュレーション手法である． 
提案手法は，製品使用期間に関するアンケート調査，

消費者の選択行動に関する選択実験，製品ライフサイ

クルに関する環境負荷原単位データ等の実証データを

用いたキャリブレーションが可能なように設計されて

いる．実証データを用いた実課題に対するシミュレー

ション実験および感度分析の適用は，今後の研究課題

である．本研究は，環境面の持続可能性を定量化する

産業エコロジーの手法と消費者行動に着目した社会シ

ミュレーションの手法を組み合わせるにより，CEの普
及と環境的帰結を評価する新たなアプローチを提案す

るものである．  
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